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不在３，別調査区は９３８％７８.６％社 調 査 員 ⑤
オートロックの集合住宅不在５，非協力１６０.０％
社 調 査 員 
⑥
非協力２８６.７％⑦




非協力７，別調査区は９３３％５３.３％社 調 査 員 ⑨
非協力２，別調査区は１００％８６.７％社 調 査 員 ⑩
非協力３８１.３％社 調 査 員 ⑪
（注）社は「就調」の実施を受託した民間企業である。
（出所）越前市企画部情報統計課『平成１９年就業構造基本調査（越前市）実地調査業務の民間委託
実施報告』（２００８年３月）。内閣府統計委員会のホームページに掲載
　　　（５	


		４４６	４，アクセス日時２００９年１１
月３０日）。
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いうところにある。失業率が低いということは日本の失業状況が西欧諸国に
比較して，よりましであることを意味しない。日本では「失業する権利」ある
いは「失業する自由」が保障されていないため，たとえ劣悪な条件の仕事で
あってもそこで働くほか生きるすべがない１７）。新規学卒者や離職失業者は職
を求めて図１の第３象限の働き方を甘受することを強いられている。「失業す
る自由」がないことは非正規・不安定就業が膨大な規模で形成される基盤であ
る（伍賀２００９）。
こうした事態は正規雇用の働き方にも影響を及ぼさずにはおかない。ひと
たび職を失ったり，非正規雇用になると，正社員に復帰することが容易でな
いという現実は正規雇用の人びとに「自発的な」過度労働に向かわせるのに十
分な圧力となる。「週４０時間，１日８時間労働」の形骸化，サービス残業の横行
に象徴されるように，働き方・働かせ方の基準（労働基準）をあいまいにして
きたことも，正社員の働き方に対する失業者や不安定就業労働者の圧力をよ
り強くしている（伍賀２００８）。近年のワーキングプアの増加は，正規雇用の「過
労死予備軍的働き方」と一体で進行している。
そこで，いま急がれるべき課題は第１に，求職者が第３象限への就労を拒
否できる自由，「失業する権利」を確立することである。具体的には，西欧先
進国に比較し貧弱な失業保障を，給付要件および給付日数の両面で改革する
ことが求められる。失業者であっても人間としての尊厳を維持できる生活を
確保されなければならない。
第２に，図２の第３象限の働き方を縮小すべく，労働基準を整備すること
である。労働力のレンタル商品化を容認した労働者派遣事業の規制と最低賃
金制の実質化は最優先の課題である。同時に，労働時間の規制は，第２象限
および第３象限の働き方を右方にシフトさせ，過労死予備軍的働き方を改革
するうえで必須の要件である。中期的課題としては，長時間残業を合法化す
る根拠となっている労働基準法第３６条を廃止し，残業を含む一日あたりの労
働時間の上限を設定することを提起したい。これはまた，苦役としての労働
を，人間発達の条件としての労働に転換するための前提条件である。
第３に，図２の第１象限の雇用を創出することも大切である。がすす
める「ディーセントワーク」は，「労働時間や労働安全衛生」と「雇用の安定・所
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得」の両面において良質な働き方であるが，そうした職を新規に作り出す試み
は，労働する権利の確保のうえでも不可欠である。民主党政権は介護・福祉，
教育，農業，環境分野の新規雇用機会の創出を課題にかかげているが，それ
は第１象限に位置するものでなければならない。介護労働の現実は，介護報
酬の低水準に規定されて，新規に正規雇用として入職した若者が短時日のう
ちに離職を余儀なくされるほど，低い労働条件にある（図２の正規雇用と非正
規雇用が交わる部分に位置する）。そうした現状の改善なしには失業者を引き
つけるだけの雇用機会とはならないだろう。
しかし，さまざまな条件のもとにある求職者がただちに第１象限の職につ
くことは現実に困難である。そうした場合には国家自ら雇用機会を設けるこ
と，すなわち公的就労事業（失業対策事業）の再構築に取り組まなければなら
ない１８）。「失業する権利」の保障とは不安定な就労を強いられない権利（自由）
の保障であって，仕事のない状態のまま長期にわたって留め置くことではな
い。「労働する権利」の保障と一体で追求すべきである。
文献一覧
稲葉　剛（２００９）『ハウジングプア』山吹書店
井村喜代子（１９５８）「窮乏化論」遊部久蔵編著『「資本論」研究史』ミネルヴァ書房
岩田正美（２００８）「貧困研究に今何がもとめられているか」『貧困研究』１
宇都宮健児・湯浅誠編（２００９）『派遣村　　何が問われているのか』岩波書店
江口英一（１９７９）『現代の「低所得層」』（上），未来社
　　　　（１９８０）『現代の「低所得層」』（中），未来社
　　　　（１９８０）『現代の「低所得層」』（下），未来社
江口英一・川上昌子（２００９）『日本における貧困世帯の量的把握』法律文化社
金子ハルオ（１９６３）「現段階での窮乏化法則」『マルクス経済学講座』第２巻，有斐閣
加藤佑治（１９９１）『現代日本における不安定就業労働者』（増補改定版）御茶の水書房
木下武男（２００７）『格差社会にいどむユニオン』花伝社
伍賀一道（２００８）「非正規雇用の増大とワーキングプア」『時代はまるで資本論』昭和堂
　　　　（２００９）「派遣労働は働き方・働かせ方をどのように変えたか」『大原社会問題
研究所雑誌』６０４
　　　　（２００９）「『派遣村』から見る現代の貧困」『医療・福祉研究』第１８号
　　　　（２００９）「雇用・失業の視点から見た現代の貧困」『貧困研究』３
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　　　　（２００９）「非正規雇用の増大とワーキングプア」『経済統計学会労働統計研究部
会報』８
　　　　（２０１０）「雇用と働き方・働かせ方から見たワーキングプア」社会政策学会『社
会政策』第１巻４号
　　　　（２０１０）「規制緩和による雇用と働き方・働かせ方の変容」『労務理論学会誌』１９号
重田澄男（１９９０）『資本主義と失業問題　　相対的過剰人口論争』御茶の水書房
高梨　昌（１９８０）「『不安定雇用労働者』の労働市場と雇用政策」『不安定就業と社会政策』
（社会政策学会年報第２４集）御茶の水書房
　　　　（１９８５）「労使は発想の転換を」『週刊労働ニュース』１９８５年１月１日号
都留民子（２００９）「『福祉国家』はゆらいでいるか　　フランスの失業・貧困とその対策」
『経済』２００９年９月号
中野麻美（２００６）『労働ダンピング　　雇用の多様化の果てに』岩波書店
宮本憲一（１９７６）「貧困化論をめぐる理論的諸問題」『新マルクス経済学講座』第６巻
湯浅　誠（２００８）『反貧困　　すべり台社会からの脱出』岩波書店
脇田　滋（２００９）「労働法の規制緩和と非正規雇用　　労働者派遣法を中心に」『日・韓
非正規労働フォーラム２００９（予稿集）』（開催地：韓国中央大学校）
　注
１）日本の相対的貧困率は１９９８年１４６％，２００１年１５３％，０４年１４９％，０７年１５７％と推移
している。０７年の相対的貧困率は加盟国でメキシコ，トルコ，米国に次いで
４番目に高い。加盟国の平均は１０６％である。
２）九州産業労働科学研究所（戸木田嘉久著）『失業者　　カンテラは消えず』（五月書房，
１９５５年）は中小炭鉱を中心とする失業者の労働と生活実態を克明に調査分析した名
著である。また，１９６０年に刊行された『現代日本の底辺』（三一書房）は次のような労
働者を取り上げている。浮浪者，バタヤ，行商人，露天商，家庭内職，日雇労働者，
水上生活者，店員，働く子どもたち，社外工，臨時工，女中，かみかぜ運転手，下
層セールスマン，家内工業の労働者，川口の鋳物工，炭鉱労働者，ドサ廻りの売薬
人など。
３）雇用審議会答申第７号（１９６５年）は，「不安定な雇用形態の改善」を雇用政策の課題と
して取り上げている。具体的には「臨時雇用，社外工（下請組夫を含む），季節出稼ぎ
労働等常用雇用形態以外の雇用形態については，広い範囲にわたって系統的にその
実態を明らかにし，就業している場の企業の常用労働者と同種の労働に従事するも
のはできるだけ常用雇用形態化する等の改善をはかること」を打ち出している。
４）江口（１９７９）は以下のように述べている。
　　　「まずはじめに結論的にいえば，ここでの『低所得階層』は資本主義経済の拡大再生
産の過程から必然的に出てくるところの，いわゆる相対的過剰人口，とくにその『固
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定した過剰人口』によって形成されるものである。もともと『社会階層』なる概念は，
長期のタームであり，それ自身で長期に再生産・継続されていることがその概念の
なかにふくまれているとおもうが，その中の下層の社会階層，すなわち『低所得階層』
に，現代資本主義の下での相対的過剰人口，とくにいわゆる『固定した過剰人口』層
がむすびつき，形成されたものである。したがって『低所得階層』に属する人口，と
くにその中心をなす就業可能な部分は，相対的過剰人口－実質的失業者といってよ
いのである。もちろん『低所得階層』は，現実の資本主義国の場合，あらゆる色合い
の人々をふくむ。その中にはほとんど労働能力を失ったもの，はじめからないもの，
病人，身障者，老人，母子等々もふくまれ，まことにさまざまである。またその中
には被用者ではなく，小農家，小商店主をはじめとする自営業者もふくまれる。ま
た浮動的なサービス従業者や浮浪者，住所不定者までがふくまれるだろう。これら
の多くは，文字通りの意味での，はっきりした過剰人口－失業ではない場合もある。
だがこのような労働無能力者，社会的脱落者までをふくめて，全体は“さまざまな色
合いをもつ相対的過剰人口”といってよい」（３２ページ）。なお，同書のなかで江口氏
は「働いている生活困窮者」を	
と呼んでいる。
５）労働者派遣法改正に向けた２００９年秋以降の労働政策審議会職業安定分科会労働力需
給制度部会の論点整理のなかには，労働者派遣事業の規制を強化すると「派遣を望む
人のニーズに応えられなくなる。」という点が上げられている。
６）たとえば，重田（１９９０）を参照されたい。
７）「資本の蓄積が，一方では労働にたいする需要を増大させるとすれば，他方では労働
者の『遊離』によって労働者の供給を増加させるが，それと同時に，失業者の圧迫が
就業者により多くの労働を流動させるよう強制し，したがってある程度，労働供給
を労働者供給から独立させる。この基盤の上における労働の需要供給の法則の運動
は，資本の専制支配を完成する」（	
６６９前掲訳書，１０９９ページ）。
８）「労働者階級のさまざまな層にたいして労働が年齢と性とにふさわしく等級別に再
配分されるならば，現在の規模で国民的生産を継続していくには，現存の労働者人
口では絶対的に不十分であろう。現在『不生産的』な労働者の大多数が『生産的』な労
働者に転化されなければならないであろう」（	
６６６前掲訳書，１０９４ページ）。
９）総務省「就業構造基本調査」（２００７年）によれば，ワーキングプアの目安とされる年間
所得２００万円未満層は１６７７万人，「役員を除く雇用者」（５１８９万人）の３２３％を占める。
このような低所得層の増加は非正規雇用の増加がもたらした結果でもある。非正規
雇用の４分の３は年間所得２００万円未満層からなる（ただし，１５歳～２４歳の在学者を
除く）。ただしこの中には扶養家族にとどまるために自ら就労調整をする労働者も含
まれる。
１０）男性正社員のうち（ただし年間就業日数２００日以上），週６０時間以上就労する労働者の
比率を見ると，１９９７年時点では１１７％であったが，２００２年１７４％，０７年には１８８％に
増加している（「就業構造基本調査」）。１週６０時間以上の労働は１年間で３０００時間以
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上となり，これは厚生労働省が認めた過労死認定基準と同等か，またそれを上回る
働き方である。このような長時間就労する男性正社員は２０代および３０代で目立って
多い。これは，この年齢階層でとくに精神障害による労働災害認定者が多いことと
密接に関連していると考えられる。
１１）稲葉（２００９）は以下のように述べている。「住宅と雇用の二つの同心円は相互に関連し
あっており，片方の遠心力が強まると，もう一方の遠心力も強化される。不安定就
労の増大はアパート生活を維持できない人を大量に生み出し，いったんアパートを
手放してしまうと，住民票の取得が困難となるため，安定した雇用は望めなくなる」
（１６２ページ）。
１２）冒頭でも触れた「年越し派遣村」は，２００８年秋以降の「派遣切り」，「非正規雇用切り」
が労働者の生命の危機をもたらすほどの暴力性を持っていることを明らかにした。
派遣村にたどり着いた労働者の中には衰弱がひどく救急車で病院に搬送される人も
出たとのことである（宇都宮・湯浅２００９）。「派遣切り」「非正規雇用切り」を強行した
派遣先はそうしたことに想いを致す想像力が欠けていた。
１３）「就調」（２００７年）によれば，「雇用形態」で「正規職員・従業員」を選択した人たちの「従
業上の地位」は「一般常雇」３４１５４万人，「臨時雇」９１万人，「日雇」７９万人である。
１４）筆者自身，２００９年１０月，金沢駅地下でこのような人から話しを聞く機会があった。
１５）ちなみに「就調」の２００２年調査と２００７年調査を比較すると，５年間で「分類不能の職
業」が正規雇用で４１９万人，非正規雇用で４４３万人増えている。この中には回答拒否
が相当数含まれていると考えられる。
１６）Ⅲは伍賀（２００９）による。
１７）都留（２００９）は，フランスの「高い失業率と低い貧困率の背景」，「失業の権利」を考察
した示唆に富む論考である。
１８）今日の公的就労事業として，部分的にではあるが，２００９年度の補正予算で実施され
た「緊急雇用創出事業」や「ふるさと雇用再生特別基金事業」がある。
